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簡易で耐久性のある作業路作設のための人材養成に向けた取組
～ 中央研修を中心として ～

号外パート３

林野庁森林技術総合研修所林業機械化センターでは、平成１８年９月の閣議決定により森林・林業基本
計画の目指す方向として示された「１００年先を見通した森林づくり」や「国産材の利用拡大を軸とした林業・
木材産業の再生」に資するため、平成１９年度から簡易で耐久性のある作業路作設に係る技術者養成研修
を開始しました。

この研修の実施により、研修修了者が所属先に戻り、当該都道府県が主催する簡易で耐久性のある作

業路作設のための研修会の講師として活躍する、あるいは、研修修了者が地域において、路網と高性能林
業機械を組み合わせた低コスト作業システムの導入を推進し、森林所有者に利益を還元しながら利用間伐
等を実施する、といった林業再生に向けた様々な取組が展開されることが期待されます。

平成１９年度に実施した研修について所属先別に参加状況をみると、企画者養成研修は都道府県からの
参加が多く、技術者養成研修は森林組合等林業事業体からの参加が多い結果となりました。

研 修 の 主 な 内 容

研修は、主に作業路の線形を描く者を養成する「企画者養成研修」と、作業路を作設するオペレーター
を養成する「技術者養成研修」の２コースに分けて実施しました。
外部講師には、林内路網に関する調査・研究を行っている森林総合研究所林業工学領域の研究者や

大学教授、実際の現場で作業路作設を実践している技術者等８名の方をお招きし、林業機械化センター
の所長外６名の機械化指導官の下、簡易で耐久性のある作業路の作設に関し、その基礎的知識の講義
から応用実技に至る幅広い研修が行われました。

５月から８月の間に１２日間のコースで３回開催され、路網密度や
高性能林業機械に関する基礎知識、傾斜分布に基づいた路線の
検討をはじめ、作業路を企画するために必要な知識を習得するた
めの研修を行いました。

両研修では研修参加者に対して、「本研修では作業路作設のポイントを
教えているのであり、全国では、地域ごとに地形、地質、気象などの自然
条件だけでなく、機械を組み合わせた作業システムも異なるはずなので、
研修で習ったことをベースにしながらも、地域の条件に応じて工夫を凝らし
た作業路の作設に取り組むことが重要です。」ということを説明した上で研修を行いました。

５月から１０月の間に１２日間のコースで４回開催され、切土高を抑
える工法や水処理の工夫など、実践的なオペレーター技術を習得
するための研修を行いました。

平成19年度の研修実績 （その１）

区 分 企画者養成研修 技術者養成研修 計

都道府県（試験場、公社等を含む） ３４ １５ ４９

国有林 １４ １４

森林組合 ７ ２６ ３３

民間林業事業体（協同組合を含む） ２ １７ １９

計 ５７ ５８ １１５

○ 所属先別の企画者・技術者養成研修参加者数 （単位：人）

（注）
1：研修参加者115名のうち、両
研修に参加した者は4名いるた

め、研修参加者の合計実人数
は111人となる。

2：技術者養成研修に森林組合

及び民間林業事業体から参加
した者には、国有林から推薦を
受けて参加した者を含んでいる。

企画者養成研修

技術者養成研修 企画者養成研修：図面上での路線検討

技術者養成研修：作業路作設実習
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実績 （その２）

研修コースの組み合わせ別に都道府県からの
参加を見ると、４３都道府県から企画者養成研修
又は技術者養成研修への参加がありましたが、企
画者養成研修のみの参加が１０県、技術者養成研
修のみの参加が６県となりました。

簡易で耐久性のある作業路の作設を推進する

ためには、同一都道府県内において、作業路の線
形を描く企画者と実際に作設を行う技術者（オペ
レーター）の指導者となる者がセットで養成される
ことが望ましいと考えられるため、２０年度の研修
募集の際は、都道府県から企画者養成研修と技
術者養成研修にセットで申し込みが行われるよう
要請することとしております。

研修修了者の活用状況

研修修了者の活用については、３６都道府県中

２７の都道府県が、研修修了者を当該都道府県で
実施する作業路作設研修又は現地検討会の講師
として活用すると調査に答えています。
さらに、７都道府県においては、研修修了者が

所属する事業体の現場等において、実際の事業
等を通じて指導的な役割を果たすよう活用すると
答えており、多くの都道府県において研修修了者
の積極的な活用が図られています。
また、国有林から参加した１４名については、全

員が国有林における現地検討会の講師や教材・マ
ニュアルの作成、現場での試行など、研修成果を
活用した取組を実施しています。

区 分 参加都道府県数

企画者・技術者の両研修に参加 ２７

企画者養成研修のみ参加 １０

技術者養成研修のみ参加 ６

計 ４３

○ 都道府県からの各コース別参加状況 ○ 研修修了者の活用状況

区 分 都道府県数

地元での研修・検討会の講師として活用 ２７

事業体の現場で、指導的な役割を果たす ７

19年度は計画なし ２

計 ３６

注1：平成19年9月時点において、回答を寄せた36都道府県の結果を計上。
2：地元での研修には、都道府県の外、林業労働力確保支援センターや

林業研究会等が主催して実施するものを含む。
研修修了者の活用事例

林野庁の低コスト作業システム構築事業では、全国11箇所に設

定したモデル林において、低コスト作業システムの開発・実証調査、
ＯＪＴ研修及び現地検討会を19年度から実施しています。
このうち、広島県内に設定したモデル林では、作業路の作設・施

工に関する実践的な技術をオペレーターに習得してもらうため、2
週間のＯＪＴ研修を8月から11月にかけて計4回行いました。
このＯＪＴ研修においては、技術者養成研修を受講した（財）広島

県農林振興センターの石井敏昭さんをはじめとする複数の方が講
師となり、森林組合職員など計15名の研修生を対象に、バックホ

ウやザウルスロボによる作設技術等の指導にあたられました。

山梨県では、簡易作業路の整備の推進を図る上で先導的な役割
を担う技術者を養成するため、19年度に「山梨県簡易作業路作設
士」認定講習会を6日間の日程で開催し、13名の作設士を養成し

ました。また、毎年実施している「林業就業者リーダー養成研修」に
簡易作業路作設技術の履修時間を組み込むことにより、この研修
でも8名の作設士を認定しました。
両研修では、複数の講師が指導にあたりましたが、その中核とし

て活躍されたのが企画者養成研修に参加した齋藤寛さんと技術者
養成研修に参加した秋山修さんでした。 ２人は県の研究機関で林

業機械分野を担当してきた林業普及指導員とサポート役の技術職
員であり、林業機械化センターでの研修の成果が活かされました。
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